
○ 戸別所得補償制度は、食料安全保障の確保の観点からも、国が責任を持って取り組む必要。
○ 農業への補助金等の支援には、WTO農業協定において削減の義務が課せられている。戸別所得

補償制度は国際的にも注目される施策であり、今後、国際的な規律との関係を厳しく問われることが
想定されるが、国が責任を持って国際約束との整合性を説明していく必要。

貿易歪曲的
→ 削減の対象
〔価格支持等〕

黄の政策（ＡＭＳ）

現在のWTO交渉
議長テキスト
：日本７０％削減、
品目別の上限設定

青の政策

黄と緑の中間との
位置付け
→削減の対象外

〔生産制限の下
での直接支払い〕

デミニミス

農業生産額の５％以下の国内助成
→ 削減の対象外

貿易歪曲的国内支持全体（ＯＴＤＳ）

議長テキスト
：日本は７５％削減

緑の政策

貿易歪曲性がない
か最小限
→ 削減の対象外

・生産に関連し
ない収入支持
・基盤整備
・試験研究等

議長テキスト
：上限を設定

議長テキスト
：生産額の２．５％

WTOにおける国内支持の規律
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国際的な規律との整合性確保

食料・農業・農村基本計画（平成２２年３月閣議決定）

・国の最も基本的な責務として食料の安定供給を確保すること
を規定。

・食料・農業・農村政策を日本の国家戦略として位置付け。
・平成３２年度の目標として食料自給率（カロリーベース）
を５０％まで引き上げることを明記。
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